
担保となる不動産などが
不足している

経営者保証に対する
負担感や抵抗感がある

業績が悪化した時に
資金調達できない不安がある

自社の強みや将来性を金融機関に
十分に評価してもらえていない

融資の審査や手続きに
時間がかかる

特に課題はない

今回は、今年５月より新たに導入された新しい制度である「企業価値担保権」についてお伺いいたしました。これまで中小企業の借入は、不動産
担保や経営者個人が保証することが一般的でした。新制度である「企業価値担保権」はこれらに依存せず、独自のノウハウや顧客基盤、将来の
収益力といった「事業全体（企業価値）」を担保として資金調達を可能にするものです。最大の特徴は、不動産等の有形資産が乏しくても資金
調達の幅が広がる点や、経営者保証なしで借入ができる可能性がある点にあり、企業の新たな成長を後押しする制度として期待されています。

企業価値担保権について

調査時期／2026年5月18日～6月4日　　調査対象企業数／1192社　　有効回答数／439社　　有効回答率／36.8％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
今年５月から「企業価値担保権」という新たな制度が
始まることをご存知でしたか。 Q2

Q3 Q4

特別
調 査
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Q5
新制度「企業価値担保権」について、今後の情報収集や金融機関からの提案に対する意向をお聞かせください。
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近年、原材料費やエネルギー価格の高騰、為替変動、人件費の上昇などにより、中小企業を取り巻く経営環境は一層厳しさを増しています。
こうした中、適切な価格転嫁の実施は、持続的な事業運営のための重要な課題となっていますが、取引慣行や顧客との関係性などの影響に
より、十分に進んでいない実態も指摘されています。本調査は、こうした価格転嫁の実施状況や課題についてお伺いいたしました。

中小企業における価格転嫁について

調査時期／2026年5月18日～6月4日　　調査対象企業数／1192社　　有効回答数／439社　　有効回答率／36.8％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。
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Q2

貴社が価格転嫁を進めるうえでの課題は何ですか。

貴社では、ここ数年の原材料・仕入価格の上昇分を、
どの程度販売価格に転嫁できていますか。

貴社が取引先との円滑な価格交渉・価格転嫁を進め
るために、重視している取組みは何ですか。

※1つ選択※1つ選択

※1つ選択

貴社では、ここ数年の労務費・人件費の上昇分を、
どの程度販売価格に転嫁できていますか。

現在、貴社の資金調達において課題に感じてい
ることは何ですか。

逆に、新制度を利用するにあたって不安や懸念を
感じる点は何ですか。

※最大2つ選択

新制度「企業価値担保権」に期待すること、メリット
に感じることは何ですか。※最大2つ選択 ※最大2つ選択

※最大3つ選択

※最大3つ選択

Q5
今後、貴社が円滑な価格交渉・価格転嫁を進めるうえで、行政に重視してほしいと感じる取組みはありますか。
 

※最大3つ選択

※1つ選択

１００％転嫁できている

値上げの事前説明・周知 競合他社が
値上げしていない

取引先が
値上げ交渉に応じない
値上げによる顧客離れや

取引停止が心配
値上げの根拠となる
説明資料が足りない
従来からの価格が
固定化している
価格変更の

タイミングが難しい
価格交渉ができる
人材がいない
業務多忙のため

対応する余裕がない

その他

特に課題はない

取引先との価格協議

競合他社の
価格動向の把握

24.3%不動産などの担保がなくても
借入ができること 17.7%制度の仕組みや契約内容が

複雑で理解しにくそう

22.4%金融機関への業績報告など
事務負担が増えそう

6.2%金融機関からの関与が強まり、
経営の自由度が制限されそう

25.3%自社の「企業価値」がどのように
評価されるのか基準が不透明

3.0%他行から支援が
受けられなくなる不安がある

6.2%企業価値担保権を設定すること
による信用不安の発生懸念

9.0%特に懸念はない

15.8%自社の技術力、ノウハウなどを
正当に評価してもらえること

5.7%新規事業やスタートアップ段階での
資金調達がしやすくなること

15.4%金融機関からの支援が
深まることが期待できること

34.9%現時点ではよくわからない

8.7%特にメリットを感じない

価格設定ルールの見直し

納期や個別ニーズなど
への柔軟対応

製品・商品・サービスの
付加価値向上

値引きや無償対応の防止

公的支援機関への
相談の活用

その他

特にない

８０～１００％程度
転嫁できている
5０～8０％程度
転嫁できている
２０～５０％程度
転嫁できている
０～２０％程度
転嫁できている

全く転嫁できていない

転嫁どころか
販売価格は低下している

そもそも上昇していない

わからない

１００％転嫁できている

８０～１００％程度
転嫁できている
5０～8０％程度
転嫁できている
２０～５０％程度
転嫁できている
０～２０％程度
転嫁できている

全く転嫁できていない

転嫁どころか
販売価格は低下している

そもそも上昇していない

わからない

今回のアンケートで
初めて知った

65.4% 名前は
聞いたことがあるが、
内容はよく知らない
27.1%

制度の内容まで
知っている
7.5%
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28.2%

44.6%

経営者保証なしで借入が
できる可能性が広がること 41.5%

現時点ではよくわからない 46.1%

21.8%
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52.0%
44.7%

価格転嫁を促す
ガイドラインの強化・周知

37.2%
現在のところ

利用する気はない

34.3%
しばらくは他社動向を見てから

検討したい

26.2% 24.7%
特にない

26.6%
大企業への

指導・監督の強化

24.2%
不公正な取引の
取締りの強化

24.0%
価格転嫁の根拠となる
物価指数の提示

16.0%
自社で活用できるか、

検討したい

15.5%

担当者から、
制度の詳しい説明を

聞きたい

価格交渉に関する相談窓口の充実 6.0%

その他 2.3%業種ごとの標準的な
価格転嫁ルールの作成 23.1%

価格交渉・転嫁の事例共有 10.2%
紛争時における
仲介機能の強化 4.6%
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セミナーなどで
情報収集をしておきたい 8.1%
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